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れは避 けられない論 点である.本 稿で は数少

ない便益移転 についての既存研 究を整理 し,

その可 能性 を検証す る.次 にメタ分析研究 を

概観 し,成 果 を便益移転 にどう還元で きるか

について考察する.最 後 に旅行費用法 につ い

て,異 なるモ デルに よる評価結果を比較 し,

モデル構成の際に分析者が行 う判断が評価結

果に与える影響について含意を導出したい.

1便 益移転はなぜ必要か ll便 益移転 の実施

環境 改善 に よる便 益 や環境悪 化 に よる損 失

を貨幣 的 に計測 す る手法 は,主 に米 国で精 力

的に研 究 されて きた.こ れは,公 共 プロジ ェ

ク トの費用便益 分析 や,ス ーパ ー ファ ン ド法

な どの法律 の下での 環境 ダメー ジ評価 にお け

る評価 額 の利 用 とい う,政 策面 での実 際的 需

要 が存 在 した こ とに 因る ところ が大 きい.便

益移転(benOfittransfer)と は,こ う した評価 額

の政策 的利用 に際 して,過 去の研 究 におい て

推計 された既 存 の評 価額 を今問 題 とな って い

る場 に適用 す る こ と を指 す(Brookshireand

Neill,1992.).

財政 的制約 と時問的制約が,便 益移転を必

要 とさせ る大 きな要 因である.学 術研究にお

ける便益評価 は,何 らかの新 しい手法 や理論

の検証 を目的 としてお り,財 政的制約 や時間

的制約 はそれほど大 きな関心事 ではない.一

方何 らかの取捨選択 を必要とする公共の課題

は日々増加 してい くので,政 策的利用の観点

か らす ればこうした制約 は無視 できない もの

となる.薪 たな便益評価実施に多 くの時間 と

費用が かかる ようであれば,政 策 目的でこれ

を利用することは容易でなくなる.

便益移転研究の課題 とはいか なる条件の下

でそれが可能 となるかを明らか にすることで

あるが,そ の条件が経済理論に基づ くもので

ある場合はそれほど多 くない.そ のため一般

の経済学雑誌 において便益移転 が議論 される

ことはまれである.し か し,経 済的評価を実

際の環境政策 に役立 てようとす るな らば,こ

1手 続き

便益移転 の方法 には大 き く分 けて2つ の もの

が ある.1つ は,あ る場所 で得 られた一人あ た

り平均 評価額 を移転 す る もので ある.も う1

つ は,便 益 関数 その もの を移転 す る方 法で あ

る.前 者 に は簡便 さがあ り,70年 代 に入 り研

究者が便益 関 数移転 の方 法 を開発す る まで,

プロジェク ト評 価で は主 に1日 あた りの平均 評

価 額 を用い て推計 を行 う方法が 採用 されてい

た.一 方,後 者の方 法 は人 口分 布 や施 設特 性

の違 い を考慮 で きる ため,よ り正確 な便益 移

転 を期待 で きる.実 際にLoomis,1992.が オ レ

ゴン州 の川釣 り需要 につ いて調べ た と ころ,

便益関数移転に よるエ ラーが0.93-17.5%で あ っ

た のに対 し,平 均評 価額 を用い た便益 移転 に

よるエ ラーは3.51-39.07%で あ った.た だ し,

Loomisの 分析 結果 の中 には平均 評価 額移転 に

よる ものの方 がエ ラ ーが小 さい 場合 もあ り,

便益 関 数移転 の優 位性 は断定的 な もので は な

い.

既存 研 究調 査の際 に得 られた評価者 の属 性

情報 につい て,同 じ ものが政 策対象 地 で も入

手可能 であ る とは限 らな い.例 として,移 転

す べ き便 益 を 次 の3通 り に 表 現 して み る

(McComel1,1992.).
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ここでWを 水質改 善によるレクリエーシ ョ

ン便益の集計額 としよう.NGは 社会属性集団

の数 現は属性集団ノのレクリエーション参加

者数Pjは 属性集団ノの人口,PJは 属性集団ノの

レクリエ ーション参加率を示す.㎡ は参加 者

一人当た り平均便益 ,㎡ は属性集団1における
一人当た り平均便益 である.つ まり,便 益 移

転を行いたい対象地(政 策対象地=policysite)

でのデータ入手可能性に応 じて便益移転の手

続きも変化する.ま た逆 に,評 価額が既に存

在す るレクリエーシ ョン地(既 存評価 地:

studysite)で のモデル構 成において人口分布

や施設特性 についての考慮が不十分であれば,

便益関数移転 の長所 はな くなって しまう.当

然なが ら,便 益移転 をす ることで既存評価 地

より精度の高い評価 額が得 られることは偶然

以外には期待できない.便 益移転 は,あ くま

でも財政的制約や時 間的制約という現実が要

求する妥協案なのである.

2実 施例

便益 移転 には正 しい手 順 や手 続 きが 特 に存

在 しな い.そ れぞれ が異 なる便 益移転 手続 き

を用い て紙 ・パ ル プ工場 の排水 規制 に よっ て

得 ら れ る 便 益 を 推 計 し た,Desvousges,

Naughton,andParsons,1992.(以 下DNP論 文)

とLuken,Jo㎞sonandKibler,1992.(以 下LJK論

文)と を,smithが 比 較 して い る(smith,

1992.).DNP論 文 とrJK論 文 とが共 通 して評 価

してい るハ ドソン川 をと りあげてみ る と,費

用便益 分析 の結果 は異 な ってい た.つ ま り,

規制 をすべ きかそ うでないか とい う判 断が,

便益移 転 の手 続 きに よっ て左右 された ので あ

る.

この場合 に最 も大 きく結果 を左右 した手続

き上の差異は,水 質変化 がレクリエー ション

活動 に与える影響についての見積 もりである

と思われる.LJK論 文では,規 制による水質変

化が利用形態1)を 変えるほどのものではない

と判断 した部分が存在 し,そ こでの便益はゼ

ロと評価されてい る.一 方DNP論 文は,水 質

変化そのものが利用形態 に関わ らず利用者数

や評価額に影響を与 える ようなモデルを移転

している.こ のため水質改善があれば,わ ず

かであっても便益 として計上される.

市場の範囲 についても差異が見 られる.市

場の地理的範囲については,DNP論 文 では近

隣行政区域が,UK論 文では一律 の30マ イル

距離圏が,そ れぞれ採用 されている.市 場 の

商品的範囲につい ては,DNP論 文は採用 した

既存研究のレクリエーシ ョン参加率 を,LJK論

文は代替の可能性を加味 した3段 階の参加率 を

採用 している.

ア ドホックに置かれる仮定について経済 学

的な説明や実証的証拠 を挙 げることは,こ れ

まであ まり行 われていない.し か し,便 益移

転の際 に採 られた戦略の違いが,結 果 に大 き

な違い をもた らす場合が存在す ることは明 ら

かである.分 析者が少なくともで きることは,

自らの置いた仮定を実際のデータと照 らし合

わせて検証 した り,仮 定が結果 に与える影響

を確認 してお くことによって,便 益移転の信

用性を拡大す ることであろう.こ れは,移 転

研究だけでな くオリジナルの評価研究を行 う

際にも当てはまる.ま た,移 転 された便益評

価額を安定的に信用で きるもの にしてい くた

めには,便 益移転の条件 を含め,統 一 した体

系的な手続 きを制度化する必要がある.

3条 件

ここ までの議論 とBoyleandBergstrom,1992.

やFreeman,1984.を は じめ とす る他 の論 者の 意

見 を総合 す る と,主 な便 益移転 実施 の 条件 と

して以下の5つ を挙 げる ことが出来 るだ ろう.

1)非 市場財は政策対象地と既存評価地で同
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一で なければな らない .

2)環 境変化の程度は類似 していなければな

らない.

3)WTPとWTAを 入れ換 えてはならない.

4)評 価対象の地理的範囲は類似 していた方

が望 ま しい.

5)人 口的特徴 は類似 していた方が望ま しい.

1つ めの条件 は当然 の ように思 えるが,政 策

対象地で問題 となってい る非市 場財を評価 し

た過去 の研究例が必ず しも存在するとは限 ら

ない.

2つめの条件が喚起 しているのは,環 境変化

の程度 や範囲が異なる場合に評価が異 なって

しまう可能性である.環 境変化 の程度 と評価

額 との関係について先験 的な仮 定を与 えるこ

とがで きれば,こ の条件 は緩和 される.環 境

媒体に応 じてこの関係は異なる ものと考え ら

れるので,実 証的な検討をする必要がある.

3つ めの条件は,権 利の初期配分が政策対象

地 と研究対象地 とで同一であることを要求 し

ている.具 体的に言 えば,あ る 自然公 園の面

積拡大 に付随する便益をwrpで 測 った研究例

における評価額を,別 の 自然公 園の面積拡大

をあきらめるWTAと して引用できない,と い

うことである.権 利配分 が異なれば同じ環境

変化を対象 として計測 していて も,評 価額 に

は乖離が生 じる.ま たWTPとWTAが 大きく乖

離する場合,費 用便益分析 を適用することは

不適切である可能性が高い(岡,1990).人 々

の主観的評価力渤 揺 しているときには,パ レー

ト基準の採用 に合意があるとは考 えられない

か らである.従 って,wrpとWTAが 「入れ換

えてはならない」ほど大 きく乖離するときは,

既存研 究例における評価額その ものがあま り

意味のないものであると言 える.し か しそれ

らが大 きく乖離するかどうかは,実 際に計測

してみない限 り判明 しない.評 価研究 をす る

度に両方の方法で測ると,2倍 の手間がかかる

ことになる.

4つ めの条件は,あ る地域で計測 した評価額

を別の地域 に適用 したりする場合に,環 境財

が もた らすサ ービス の地理的範囲が どの程度

異なるか とい う問題で ある.Loomis,1gg2.は

オレゴン州とワシン トン州のサケ釣 り,オ レ

ゴン州 とアイダホ州のニジマス釣 りについて

それぞれレクリエーション需要関数を推計 し,

係数の安定性 を調べ た.そ の結果 各州の需

要関数の係数が同 じであ るとい う仮説 は棄却

された.こ のことか ら州間の便益移転 は便益

関数移転 によっても平均便益額移転 によって

もエラーを起 こしそうであ るとLoomisは 結論

づけているが,そ のモデルは2つ の変数 しか含

まない単純な ものであ り,レ ク リエーション

参加者 の属性等を含 めたモデルで検討すべ き

であろう.レ クリエ ーシ ョン需要構造その も

のに普遍的な ものが存在 すれば,地 理的範 囲

の問題 は結局集計の問題 に帰着 するため,人

ロ属性 上の特性などは便益関数移転 によって

考慮できるはずである.

最後の5つ めの条件 も前述 したとお り,便 益

関数移転によって軽減できる.

上に挙げた条件の多 くは,多 様な既存研 究

の存在如何 に依存 している.既 存研究が多 く

ない分 野の環境問題 には,以 上の条件 を考慮

して利用可能な研究例をふるい にかけてい く

と,最 終的 には移転 できる評価研究が存在 し

ないことも大 いにあ りうる.つ まり便益移転

は,類 似 した環境財 についての評価研 究例 が

多数存在する こと,そ してその結果が ある程

度信頼 できる ものである ことを前提 と してい

る.し かし,既 存研究における便益推計に も

様々なエラーは内在 している.次 節ではこれ

について検討する.

皿 既存評価額 のエラー

1メ タ分析のメタ分析

モデ ル構域 における推定方法 やデータ,関

数型の選択な どは評価結果にどのような影響

を与えるのか.メ タ分析 は,過 去の環境評価

研究において採 られた戦略(関 数型や代替財

の考慮 など)を 説明変数,単 位 あた り評価額
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を被説明変数 として 回帰分析 を行い,上 の課

題 に答 えようとする試みである.表1に,こ れ

まで行われた主なメタ分析 を示す.

表1に は,WTPに 最大 の影響 を与える正負 の

係数 を もつ変 数 も記載 した.例 えば,1960年

のセ ンサスデ ー タを利用 してい るヘ ドニ ック

資産価 値 モデ ル による推定 は,相 対 的に高い

WTPを 引 き出す傾 向 にある こ とが わか る。 ま

たsmithandHuang,1995.の 変数 には,評 価 研

究が公 表 され たか ど うか とい う ものが 含 まれ

ている.こ の変数 の係数 の符号 は正 で あるの

で,公 表 され ている推計結 果 の方 が相対 的 に

WTPを やや高 く評価 す る傾 向にあ ることが分

か る.

これ らメタ分析の結果 は,便 益移転の改善

に重要 な役割 を果たす可能性を秘めてい る.

smithandHuangの 分析には各都市ごとのTsp

濃度,SmithandOsbomc,1994。 の分析 には各推

計サ ンプルごとの可視度 の変化 が変数 として

挿入 されているので,こ れ らの環境 の質 と

wrpと の問の一般的な関係の存在 を確かめる

ことがで きる.こ れは,2つ めの便益移転の条

件 に関連 して前述 した,環 境変化の程度 と評

価額との関係 につい て先験的な仮定を与える

際の参考資料 となる.ま た,既 存評価額 にお

いて選 択された関数型や代替財 の考慮,デ ー

タの特性などが評価額に与える影響 を知る こ

とによって,便 益移転を行 う際 になん らかの

調整を施すことがで きる.例 えば,あ る便益

移転に利用で きそうな既存研究が存在する と

しよう.政 策対象地では代替財 の存在が無視

できないが,こ の既存研 究では代替財 の存 在

を考慮 していなかった場合に,メ タ分析 の結

果を参照す ることによって,代 替財の影響 を

加味した上での評価が可能となる.

2比 較

メタ分析 を行 うにはサ ンプルとして多 くの

既存研 究が存在 しなければならない.環 境便

益評価 を行った研究例は 日本で はそれほど多

くないので,こ こでは異 なる手続きで評価 を

行った研究結果を比較 し,モ デ ル構成 の際 の

判断が評価結果に与 える影響について考察す

る.ど ちらも旅行費用法 を用い て大阪湾沿岸

域のレクリエ ーション施設を評価 した研究 で

ある(松 岡 ・竹内,!992.,竹 内,1gg5.).一

方は地帯モデルであ り,地 帯あた り参加率 を

もとに総需要曲線を直接推計する方法に従う.

もう一方の個 入需要 モデルは,個 人の需要 曲

線を求めてか ら集計 を行 う.後 者は個人の効

用最大化 に基づいた厚生計測手法であるので,

近年ではこちらの方が頻繁に用い られている.

推定方法が もたらす影響のみ を顕在 化させ

るため,既 存研究に若干の修正 を加 えた.地

帯モデルの既存研究 においてセ ミログの関数

型が採用されていたが,線 形で新たに推定 し

た.ま た地帯 モデルの費用項 目には時 間の機

会費用 しか含 まれていなかったが,金 銭的支

出まで含めて計算 し直 した.推 定式は次の よ

うになった.

地帯 モデル(OLS)

X=583368.0-7499P

(1767)(-10.82)

個人需要モ デル(MLTmncated)

R2=0.95

X=2.69+0.90(×1σ7)(γ 「+WD刀

(19.49)(1.46)

―479 .34{0.90(×1σ7)ρi .+1,VDtl}

(-4.04)

xは 総需 要量,Pは 仮想 的入 場料,xは 個 人

の需要 量,yは 自由 に処 分 で きる所得,WDは

時間の 自由調整 時 におけ る賃 金率,Tは 自由に

処分 で きる時間,p、 お よび亡1はそ れぞ れ,個 人

にとっての レ クリエ ーシ ョンに要す る金銭 的

支 出お よび レ クリエ ーシ ョンに要す る時間 で

ある.カ ッコ内はt値 を表す.

マーシャルの需要 曲線 を積分 して得 られる

厚生変化の指標は,大 阪湾沿岸域の二色の浜
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の レク リエー シ ョン的利 用が不 可能 に なる こ

とに伴 う消 費 者 余 剰 の年 間 損 失 額 に な る

(1991年 の評価).地 帯 モ デル に よる評価額 が

22億6900万 円,個 人需要モ デルに よる評価 額

が104億1300万 円で約5倍 の開 きがあ った2}.

walshetal.に よるメ タ分析 で は,個 人需 要

モデル を利 用 した場 合 に便 益 評価 額 が46%増

加 する こ とが判 明 して い る.ま た,Smithand

Kaoruに よるメタ分析 で はOLSを 利用 した推 計

よ りも切 断されたMLモ デル による推 計の方が

WTPを 過 小評価 す る結 果が 出てい る.今 回 利

用 した地帯 モデ ルで はOLSを,個 人需 要モ デ

ルでは切 断されたMLモ デル を採用 してい るた

め,個 人需要 モ デル の利 用 によ る過大 評価 分

はい く らか相 殺 されてい るか も しれな い.そ

れで も両評価 の差が5倍 近 くになったのは,地

帯 モデ ルにお ける地 帯 区分がか な り粗 い もの

であった ことに起 因す ると思われ る.

1V結 び

本稿 では環境変化 の貨 幣評価 額を政策に利

用する場合に不可欠となる便益移転 について,

その可能性を検証 した。 このためにまず,便

益移転 の条件 を整理 した.そ の結果,便 益移

転の条件に適 うため に既存の評価研究戦略の

側で検討すべ きことや注意すべ きことが多 く

存在す ることが明 らかになった.例 えば,人

ロ的特性の評価関数への導入がある.こ れは

モデルの地理的応用範囲 を拡大 する.ま た,

モデル構成の際の判断や仮定が評価結 果に及

ぼす影響について検討す ることは,移 転額 の

最大値 と最小値の範囲を見極めるのに有用 で

ある.本 稿の後半部分ではこうした試 みの一

つ としてメタ分析 を位置づけ,紹 介 した.さ

らに,旅 行費用法について代表的な2つ のモデ

ル構成戦略が,ど の ような影響 を評価額 にも

たらすのかを検討 した.こ こでは,個 人需要

モデルが地帯モデル に比べて高い評価額 を導

出することが確認された.純 粋 な研究 目的の

みに基づいて貨幣評価研 究を生産するのでな

い限 り,便 益移転の可能性 を補強するこれ ら

の配慮は肝要である.

註

1)利用 形態はボー ト可能
,雑 魚釣 り可能,釣 り可能,

清流釣 り可能といったもので,こ れらが水質の指

標として機能している.
2)個 人需 要モデルは

,竹 内,1995.の う ち係数 β'の

最 も大 きい 「4サ ンプル除外 自由調整 モデル」 を

採用 した
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表1メ タ分析

Smith&Huang

(1995)

Smith&Kaoru

(1990)

Smith&Osborne

(1994)

walshetal.

(1992)

手法

対象財

変数の数

最大の係数 をもつ変数

(+)

最大の係数 をもつ変数

(一)

モデル

サ ンプル数

R2

HPM

TSP

15

1960年 セ ンサ スの

データ

OLSに よる

推定

OLS

86

0。688

TCM

レク リエー ション

21

国立公園

切断されたML

による推定

OLS

399

0.45

CVM

可視度

7

TCM,CVM

レ ク リ エ ー シ ョ ン

15

環境変化の方向 塩水,遡 上釣 り

直接的質問

OLS

97

0,729

南部地区

OLS

287

O.36

註)R2が 最 大 の推 定式 につい ての情報 を表示 してい る(Walshetal.は,TCMとCVMを ま とめて分析 した モ

デル につV・ての情報).HPMは ヘ ドニ ック資産価値評価法,TSPは 全 浮遊粒子状物 質 を表す.
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